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 入札説明書の交付場所及び交付方法
 別途指定するアドレスからのダウンロー
ドによる。詳細については、上記３まで
問い合わせをすること。
 郵送による交付は郵送料を別に必要とす
る。

 入札書の受領期限 平成30年８月27日17時
00分
 開札の日時及び場所 平成30年９月18日10
時00分 独立行政法人水資源機構琵琶湖開発
総合管理所

２ 競争参加資格
 当機構入札心得の14に該当しない者である
こと（詳細は入札説明書に記載）。
 平成28・29・30年度独立行政法人住宅金融
支援機構競争参加資格「役務の提供等」の資
格を有する者、または平成28・29・30年度国
の競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提
供等」の資格を有する者であること。
 入札説明書中の契約書（案）により当機構
と契約を締結することが可能であり、かつ、
仕様書記載の要件を全て満たしている者であ
ること。
 電子入札システムによる入札に参加する場
合は、電子認証局が発行したＩＣカードを取
得していること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 入札に参加を希
望する者は、必要な証明書等を上記３の受
領期限までに上記３の提出場所に提出しな
ければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札（詳細は入札説明書に記載）
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 当機構の規定に基づい
て作成された予定価格の制限の範囲内で最低
価格をもって有効な入札を行った者を落札者
とする。ただし、落札者となるべき者の入札
価格によっては、その者により当該契約の内
容に適合した履行がされないおそれがあると
認められるときは、予定価格の制限の範囲内
の価格をもって入札した他の者のうち最低の
価格をもって入札した者を落札者とすること
がある。
 手続における交渉の有無 無
 電子入札システムの利用 電子入札システ
ムによる入札に参加する者は、所定の期限ま
でに入札書類データ（証明書等を含む。）を電
子入札システムにより提出しなければならな
い。
 その他 詳細は入札説明書による。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この競争に参加
を希望する者は、封印した入札書を、本公告
２の競争参加資格を有することを証明する
書類及び入札説明書に添付した特記仕様書に
基づく製造物品等の仕様に関する資料ととも
に、本公告３の入札書の受領期限までに提
出しなければならない。また、開札日の前日
までの間において当機構から当該書類に関し
説明を求められた場合にはそれに応じなけれ
ばならない。
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格のない者、入札条件に違反した者又
は入札者に求められる義務を履行しなかった
者の提出した入札書は無効とする。
 契約書の作成の要否 要。
 落札者の決定方法
 最低価格落札方式とする。本公告４に
従い書類・資料を添付して入札書及び性能
等に関する書類を提出した入札者であっ
て、本公告２の競争参加資格を全て満たし、
本公告及び入札説明書において明らかにし
た性能等の要求要件のうち必須とされた項
目の最低限の要求要件を全て満たし、当該
入札者の入札価格が予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った
入札者を落札者とする。
 落札者により当該契約の内容に適合した
履行がなされないおそれがあると認められ
るとき、又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すおそれがあって

著しく不適当であると認められるときは、
予定価格の制限の範囲内の価格をもって申
し込みをした他の者のうち、最低の価格を
もって申込みをした者を落札者とする。

 手続きにおける交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年７月６日
独立行政法人住宅金融支援機構
契約担当役 財務企画部長 丸山 正行

◎調達機関番号 608 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 53、56
 購入等件名及び数量 宅配便及び封書サー
ビス便の運送業務（電子入札対象案件）

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期限 入札説明書による。
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の８％に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
るものとする。)をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の108分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。
 電子入札システムの利用 本件は、電子入
札システム（https://www.jhf.go.jp/
financial/tender/index.html）を利用した応
札及び入開札手続により実施するものとす
る。ただし、紙による入札書の提出も可とす
る。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1128570 東京都文京区後楽１４10
独立行政法人住宅金融支援機構財務企画部
会計事務管理室会計グループ 今井（美）・
城山 電話0358008053
 入札説明書の交付時期及び方法 平成30年
７月６日から平成30年８月24日（土曜、日曜
及び祝日を除く。）まで。原則として電子入札

システムにより９時00分から17時00分までの
間に交付する。なお、紙による交付は10時00
分から12時00分、13時00分から16時00分まで
の間にの場所において行う。
 証明書等の受領期限及び提出場所 平成30
年８月27日（月）16時00分 〒1128570 東
京都文京区後楽１４10 独立行政法人住
宅金融支援機構総務人事部総務グループ 石
沢・石岡 電話0358008054
 入札書の受領期限 平成30年８月29日（水）
16時00分 なお、郵送による場合は書留郵便
とし、入札書の受領期限までに到着している
こと。
 開札の日時及び場所 平成30年８月30日
（木）11時00分 当機構本店会議室

５ Summary

 Contracting Entity : Syouzou Miyagawa,

General Project Manager, Lake Biwa De‑

velopment Integrated Operation and

Management Office, JapanWater Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured : 15, 28

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Telemetering Equipment 1set

 Delivery period : By 20 March,2019

 Delivery place : as in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 have the qualification to participate of

Electric Communications Equipment

for participating in tenders Japan Water

Agency (in the fiscal year 2017 and 2018).

 not correspond to the requirements for

disqualification.

 Time limit of tender : 17 : 00 27 August,

2018

 Contact point for the notice : Daichi

Okashita General Affairs Division, Lake

Biwa Development Integrated Operation

and Management Office, Japan Water

Agency on, 2110, Katata, Otsu‑City,
Shiga‑Prefecture, 5200243, Japan. TEL
0775740680, FAX 0775741739
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